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海外から日本を訪れる観光客の数はここ

数年急速に増加している。ニュースでもア

ジア特に中国からの観光客の爆買いなどが

話題となっている。中国の GDPは世界第 2

位となったが、一人当たりの GDP は 2013

年で約 7,000US ドル（日本は同年約

38,000USドル）である。にもかかわらず、

富裕層は日本をはじめ世界の不動産を購入

するなどしている。中国は改革開放政策以

降急速な経済成長を遂げたが、同時に人々

の所得格差は急速に広がっている。経済成

長は人々の所得格差を拡大させるのだろう

か。逆に所得格差があることが経済成長を

促進するのであろうか。 

深澤映司論文（「格差と経済成長の関係に

ついてどのように考えるか」 『レファレ

ンス』第 65巻 2号 2015.2）は、経済成長

が格差に及ぼす影響、逆に格差が経済成長

に及ぼす影響についての論文をまとめたも

のである。経済成長が格差に及ぼす影響に

ついての見解として、工業化の初期段階で

は所得格差は拡大するが、その後は経済成

長に伴い格差は縮小するというクズネッツ

の「逆 U 字型仮説」、高所得者層や大企業

に有利となるような減税、規制緩和などの

経済政策を行うとその恩恵は経済全体の拡

大を通じて低所得者層にまで広がるという

「トリクルダウン理論」を紹介している。

深澤論文はまた、これらの理論に対しての

様々な実証研究を紹介し、トリクルダウン

理論に対する否定的な文献も多くあること

を述べている。さらに、ピケティの『21世

紀の資本』で示された見解も「トリクルダ

ウン理論」に異を唱えるものであると考え

ている。 

格差が経済成長に及ぼす影響について、

深澤論文は、所得の平等化は資金を借りや

すくなり、起業や教育投資を促すこととな

り、経済成長を促すことになるという考え

と、格差が大きいと政治的に所得の再分配

を求める力が強くなり、そのことが労働意

欲を低下させてしまうので、格差を放置し

たままのほうが経済成長を促進するという

考えがあり、1990年代から 2000年代にか

けては双方の主張を支持する論文があった

が、2014年以降は、格差が経済成長にマイ

ナスの影響を与えるという研究が増えたと

述べている。もし格差の縮小が成長を促す

のであれば長期的に考え、政府として、格

差をなくすような政策が政治的に必要とな

ると考えている。 

 このような格差是正をなくすことが重要

であるとすると、今日推し進められている

人材派遣法をはじめとする雇用に関する規

制緩和はどのようにとらえればいのであろ

うか。 

人材派遣法に関する規制が緩和されたこ

とがどのような影響を与えたかを示した小

林徹論文（「人材派遣、職業紹介の規制緩和

は何をもたらしたか」 『三田商学研究』

第 57巻第 4号、2014.10）では、①規制緩

和によって転職や新規就業が促進されたか、

②転職、新規就業者の賃金が高まったかに

ついての実証分析を行っている。小林論文



での結論は、人材派遣の規制緩和は転職や

新規就業を促したり、賃金を上昇させたと

は考えられないという結論となったが、こ

れらの結論は、データの調査対象者が小規

模であったり、女性に限定しているためか

もしれないと述べている。もし女性に限定

しているために賃金の上昇がなかったので

あれば、これは大きな問題といえるであろ

うし、他の研究では転職や新規雇用を促し

たり、賃金を上昇させるというものもあり、

さらなる研究が求められよう。 

鶴光太郎論文（「限定正社員の普及・活用

について」 『月間経団連』第 63 巻 3 号 

2015.3）では、正社員のもつ無期労働契約、

フルタイム勤務、直接雇用（これらを無限

定性と呼んでいる。）という特徴が、期限付

き雇用の拡大、女性の労働参加、活躍の阻

害、などの問題を生み出していると考える。

これらの問題を解決するためには、現状で

も正社員の三分の一程度をしめている限定

正社員の雇用ルール整備が重要であるとい

う。 

これらのルールが整備され、働きに応じ

た賃金は支払われ、働き方の自由度が増せ

ば、ライフスタイルに合わせた多様な働き

方が可能となり、男女共同参画社会を推し

進めていくことにもなる。 

所得格差の縮小が経済成長を促進するの

であれば、多様な雇用形態のルールを整備

するとともに、労働に応じた適正な賃金を

保証するような法整備を進めることが重要

である。同時に、労働市場に再参入する人々

を支援するリカレント教育にも力を入れる

必要があろう。 

日経ビジネスのスペシャルリポート（「ママ

の就活 大学がサポート」 『日経ビジネ

ス』1780 2015.2．23）では、女性の再就

職を支援する大学のリカレント教育につい

て紹介している。このようなリカレント教

育に対する政府の支援も重要となろう。 


